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規制の政策評価の点検について

1

〇 規制とは、法律又は政令に基づいて、国民に対して「権利制限」や「義務賦課」を強いるもの（注1） 。

      各行政機関は、規制を新設・改廃する際には、行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成13年法律

第86号）などに基づいて政策評価を実施する必要があり、令和６年３月には、効果・負担の定量化の推進や

国民意見の活用の推進などを目的に、「規制の政策評価の実施に関するガイドライン」（平成19年８月24日政

策評価各府省連絡会議了承。以下「ガイドライン」という。）が全面改正された。

注1） 基準の遵守、報告書の提出、立入検査の受検、一定行為の禁止など。

○ 総務省では、各行政機関における規制の政策評価の更なる改善を目的に、その実施状況を毎年度点検

して、具体の改善点の指摘やガイドライン等の見直しを行っている。

今回は、令和６年度に各行政機関が実施した、事前評価152件及び事後評価136件について（注2） 、事前評

価を行う際に重点的に取り組むべき以下の項目の実施状況を中心に点検した。

注2） 一つの規制を複数の行政機関で共管して各行政機関ごとに政策評価を行っている場合、当該重複分は除いている。

① 国民が規制案の必要性等を適切に判断できるよう、効果・負担の定量化が行われているか

② 国民に過度の負担を強いることのないよう、より緩やかな他の手段との比較検証が行われているか

③ 国民意見を踏まえながら規制案を企画立案できるよう、利害関係者からの意見聴取が行われているか











★令和６年度の定量化率と定量化・工程化率（各行政機関別）

注） 効果については、記載は不要と認められるものを母数から除外している。また、負担については、費用が発生しないと認められるものを母数から除外している。さらに、一つの規制を複数の行政機関で共管して各行政機関
     ごとに政策評価を行っている場合、各行政機関ごとに件数を計上している。
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内閣府 5 1 4 20.0% 100.0% 2 0 2 0.0% 100.0% 3 1 2 33.3% 100.0%

宮内庁 0 0 0 ー ー 0 0 0 ー ー 0 0 0 ー ー

公正取引委員会 3 2 1 66.7% 100.0% 3 2 1 66.7% 100.0% 2 2 0 100.0% 100.0%

警察庁 8 3 4 37.5% 87.5% 4 3 0 75.0% 75.0% 3 2 0 66.7% 66.7%

個人情報保護委員会 0 0 0 ー ー 0 0 0 ー ー 0 0 0 ー ー

カジノ管理委員会 0 0 0 ー ー 0 0 0 ー ー 0 0 0 ー ー

金融庁 24 7 6 29.2% 54.2% 10 3 0 30.0% 30.0% 15 0 0 0.0% 0.0%

消費者庁 1 1 0 100.0% 100.0% 1 0 0 0.0% 0.0% 1 1 0 100.0% 100.0%

こども家庭庁 1 0 0 0.0% 0.0% 1 1 0 100.0% 100.0% 1 0 0 0.0% 0.0%

デジタル庁 0 0 0 ー ー 0 0 0 ー ー 0 0 0 ー ー

復興庁 0 0 0 ー ー 0 0 0 ー ー 0 0 0 ー ー

総務省 11 6 3 54.5% 81.8% 7 7 0 100.0% 100.0% 7 7 0 100.0% 100.0%

公害等調整委員会 0 0 0 ー ー 0 0 0 ー ー 0 0 0 ー ー

法務省 0 0 0 ー ー 0 0 0 ー ー 0 0 0 ー ー

外務省 0 0 0 ー ー 0 0 0 ー ー 0 0 0 ー ー

財務省 1 1 0 100.0% 100.0% 1 1 0 100.0% 100.0% 1 1 0 100.0% 100.0%

文部科学省 2 1 0 50.0% 50.0% 2 2 0 100.0% 100.0% 2 1 0 50.0% 50.0%

厚生労働省 31 8 0 25.8% 25.8% 27 12 0 44.4% 44.4% 26 8 0 30.8% 30.8%

農林水産省 5 5 0 100.0% 100.0% 1 0 0 0.0% 0.0% 2 2 0 100.0% 100.0%

経済産業省 13 6 1 46.2% 53.8% 12 7 0 58.3% 58.3% 9 4 1 44.4% 55.6%

国土交通省 33 14 17 42.4% 93.9% 21 18 1 85.7% 90.5% 26 16 2 61.5% 69.2%

環境省 10 6 3 60.0% 90.0% 7 7 0 100.0% 100.0% 8 6 2 75.0% 100.0%

原子力規制委員会 0 0 0 ー ー 0 0 0 ー ー 0 0 0 ー ー

防衛省 8 0 0 0.0% 0.0% 4 0 1 0.0% 25.0% 4 0 2 0.0% 50.0%

府省名

遵守費用 行政費用効果

【事前評価における効果・負担の定量化の状況】

注1） 行政機関全体の定量化率については、一つの規制を複数の行政機関で共管して各行政機関ごとに政策評価を行っている場合、当該重複分を除外して算出している。
注2） 括弧書は、令和５年度の実績。

★令和６年度の定量化率と定量化・工程化率（行政機関全体）

効果 遵守費用 行政費用

定量化率 37.2％ (15.2%) 58.8％ (37.5%) 45.2％ (24.4%)

定量化・工程化率 62.8％ 63.9％ 52.9％
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